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活 動 目 標 

１  変化に対応できる新たな学校事務を構築する 

２  全国的な研究・実践交流を推進する 

３  教育環境の充実と学校教育の発展に尽力する 

 

活 動 の 柱 

 １ 全国の会員が新しい時代の学校事務、事務職員像、地区学校事務室の具体化を図

ることを目指します。 

 ２ 全国公立小中学校事務研究大会(茨城大会)や全事研セミナーをとおし、学校事務

の全国的な研究交流・研修の意義を確認し、その充実を目指します。 

 ３ 本部と支部、支部と支部との連携を通して、全国の学校事務の実態把握と調査・

研究・研修活動の推進に努めるとともに、委託研究及び各種研修会などへ積極的に

参加・協力し、新しい時代の学校事務の構築を目指します。 

 ４ 本部・支部の調査結果や研究成果を全国に環流し、学校事務の情報センターとし

て役割を果たします。 

 ５ 教育予算の拡大、義務教育費国庫負担制度の充実、定数改善などの制度改善のた

め、関係機関・他団体等と協力し、その実現を目指します。 

 ６ 学校事務及び事務職員のパブリシティを推進します。 
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研究会活動が円滑に進められるように財務の確立

に努める。 
 

１ 本部財政を確保・確立するため、収支予算につ

いて検討する。 
２ 予算の効率的な執行及び日常の会計処理にあた

る。 
予算執行、予算編成及び決算、会費請求、補助金

申請及び受領 
３ 特別会計の管理を行う。 
４ 費途や用途、システムについて検討する。 
５ 本年度予算の重点について 
・本会の目的達成のため、効果的な予算の執行。

・経費の節減。 
・全事研セミナー会計の適正執行。 
・茨城大会実行委員会との連携を密にし、大会成

功に向け努力する。 
６ その他 
・各部局と連携を取り会員数の増加に取り組む。 
・事務局と共に、賛助会員への対応にあたる。 
・今後予想される財務に関する課題について対応

策を検討する。 

事事事務務務局局局・・・各各各部部部ののの取取取りりり組組組みみみにににつつついいいててて   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会務全般の効果的な運営を通じて、学校事務の研究成果、学校事務の

グランドデザインを実行する上での必要な情報や取組状況が全国に還元

されるように努める。また、会運営を通じて組織マネジメント力を身に

つけ、学校での教育効果の向上に役立てることを目的とする。財務ウィ

ークの推進を支部へ働きかける。具体的には、次の事項を中心に活動し

ていく。 
１ 本会を円滑かつ機能的に運営推進していくため、各種機関等との連

絡・調整・連携等を行う。 
２ 各種会議の開催・運営について 
  評議員会・総会の運営及び常任理事会と理事会を開催する。各種会議

の開催・運営について会場選定、時間設定、議事の整理、資料準備等に

注意を払い、内容の充実に努める。 
３ 全事研セミナーについて 
会員の資質向上のために企画・検討を進め、開催準備にあたる。 

４ 学校財務フォーラムについて 
学校財務ウィークの本会主催事業として学校財務フォーラムを運営 
する。 

５ Web上に作成した全事研要覧を必要に応じて更新する。 
６ 電子メールの活用について 
  本部支部間の通信手段として迅速性、経費節減等のメリットを考え、

今後も活用を進めていく。さらに、支部・会員からの情報受信について

もメールの活用を進める。 
７ 全国研究大会について 
  本部側担当として主管支部実行委員会との連携を深めるとともに、成

功に向けて準備を進める。 
８ 文部科学省・関係団体等との渉外に関する事務を行う。 
９ その他、本会の組織運営に関わる各種の課題の検討や 
整理及び会務の円滑な推進に関する事項全般を行う。 

＜事業の柱＞ 
Ⅰ 新しい教育・教育行政に資する学校事務の在り方についての 
理論研究 

Ⅱ 学校事務の教育支援に関する事例研究 
Ⅲ 学校事務の専門的事項についての課題研究 
Ⅳ 事務職員の能力開発と資質向上を図るための効果的な研修の 
推進及び企画 

＜事業内容＞ 
１ 理想的な学校事務・事務職員像構築についての研究 
（１）学校事務、事務職員に関わる全国的なデータの収集及び研究

連携の推進 
（２）茨城大会における全体研究会・分科会研究の推進・運営 

【年次別課題】「学校評価システムの構築と学校事務機能」 
（３）石川大会に向けての調査研究・研修 

【年次別課題】「学校経営ビジョンの実現と学校経営戦略」 
（４）新たな学校事務の機能・役割や事務職員像に関する調査研究・

研修の推進 
（５）地区学校事務室の機能・役割や事務長制における職制・機能・

役割についての調査研究 
２ 理事会より付託された事項の調査研究 
  本部に委託された調査研究事業への参画 
３ 地区・支部等への研究協力 
（１）各支部、各地区の研究活動の調査、協力及び連携の在り方等

の検討 
（２）各支部・各地区、学会等の研究大会や研修への積極的な参加 

研究開発部

情

報

推

進

部 

＜活動目標＞ 
本会の活動の柱を基に、全国の学校事務の実態把握と

調査活動を行い、その結果を全国に情報提供し情報セン

ターとしての役割を果たす。 
また、全国的な動向、各支部での取り組みを会報で提供

するとともに、学校事務、学校事務職員のパブリシティ

を推進する。さらに、全事研webの新たな環境づくりを

進め、円滑な本部の活動とデータベース化に努める。 
 
＜事業内容＞ 
1 広報活動 
・全事研会報発行 ２０５号～２０８号 
・財務ウィークポスター作成 
・全事研会報マニュアル、大会速報マニュアル検討 
2 調査活動 
・１１月期、５月期調査実施 
・大会､セミナーアンケート実施 
・理事会から付託された調査の実施 
・各種教育団体との連携調査 
3 情報センター活動 
・全事研ｗｅｂ運営、管理、情報発信 
・データベース化の推進 

財務部
事

務

局 
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全事研のあゆみ 
  昭和２２年３月学校教育法制定に伴い学校事務職員制度も発足した。２３年８月には「全

国公立高等学校事務職員協会」が結成され、２５年８月「全国公立学校事務職員協会」と改

称、義務制学校事務職員を含めた全国組織となった。その後、小中学校の事務職員から義務

制のみの全国組織設立の気運が起こり、３３年８月「全国公立小中学校事務職員研究協議会」

が発足。４２年１１月全国公立学校事務職員協会義務制部会と一本化し、学校事務の研究体

制の強化を図るため、全国公立小中学校事務職員研究会設立準備会発足。４３年７月に名実

ともに義務制学校事務職員の全国的な研究組織「全国公立小中学校事務職員研究会（全事

研）」が誕生。学校事務の確立と理想的な学校事務像の構築をめざして今日に至っている。 
 
年月 会長 主な出来事（全国大会等） 研 究 資 料 等 
43. 7 

44. 2 

     8 

45. 7 

46. 7 

初  

代酒 

会井 

長又 

 男 

全国公立小中学校事務職員研究会発足 
 
第１回京都大会（京都市） 
第２回富山大会（富山市） 
第３回群馬大会（水上町） 

 
 「全事研会報」発行開始           
                         
全国研究大会アンケ－ト調査開始 

                      
47. 7 

48. 7 

49. 7 

 

50. 7 

    12 

 

51. 8 

     9 

52. 2 

     3 

     7 

     9 

    11 

53. 3 

     7 

  

  

第 

二 

代 

会 

長 

  持 

 

  丸 

 

 末 

 

 盛 

   

第４回東京大会（東京都） 

第５回徳島大会（徳島市） 

第６回埼玉大会（浦和市） 

                         

第７回滋賀大会（大津市） 

            

 

第８回宮城大会（仙台市） 

 職務明確化委員会設置 

  「合同研修会」の実施開始      

 

第９回東京大会（東京都） 

 第２次  職務明確化委員会発足 

  全国学校事務職員実態調査実施 

                                 

10周年記念大会（東京都） 

                           

長期計画                     

長期計画（第２次） 

研究大会規模別運営標準（総論編） 

研究大会規模別運営標準（各論編） 

調査集計表（待遇･職名･配置状況･人事交流等） 

研究のあゆみ-職務内容について－集録編 

 

 

新任学校事務職員のための校務の手引書 

職務明確化中間報告書（第１次） 

 

 

研究大会規模別運営標準（合本編） 

職務明確化中間報告書（第２次） 

 

 

54．7 

 

 

55．7 

56．7 

 

57．7 

  

第 

三長 

代  

会崎 

長 

 幸 

  

 義 

 第３次  職務明確化委員会発足 

 研究中期計画策定 

第11回愛知大会（名古屋市） 

 第４次  職務明確化委員会発足 

                                 

第12回千葉大会（千葉市） 

第13回青森大会（青森市） 

 第二次研究中期計画策定   

第14回神奈川大会（横浜市） 

 

昭和53年度「研究中期計画（案）」 

職務明確化中間報告書（第３次）   

 

学校における文書起案の参考事例集 

職務明確化報告書（第４次）   

研究大会規模別運営標準（改訂版）  

昭和57年度｢第二次研究中期計画(案)｣ 

                                    

58. 7 

59. 7 

60. 6 

     7 

61. 6 

     8 

    11 

 

62. 7 

63. 2 

     3 

     7 

 

第 

四 

代 

会 

長小 

 

  野 

 

  健 

 

  司 

第15回大阪大会（大阪市） 

第16回広島大会（広島市） 

                                 

第17回福井大会（福井市） 

 第三次研究中期計画策定 

第18回愛媛大会（松山市） 

  臨時教育審議会への提言（学校教育を活性

化させる学校事務の在り方と学校事務組織確立

の施策） 

第19回静岡大会（熱海市）        

                                   

20周年記念大会（東京都） 

 

職務明確化のための参考事例集 

職務明確化のための参考事例集（２） 

学校における文書起案の参考事例集(改訂版) 

       

昭和60年度｢第三次研究中期計画(案)｣ 

 

 

 

昭和60年度研究テ－マ別支部一覧    

昭和61年度支部別研究テ－マ一覧 

理想的な学校事務職員像構築に向けて 

全事研20年 －20周年記念誌－      
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年月 会長 主な出来事（全国大会等） 研究資料等 
63.10 
元. 2 
 
     5 
     8 
    11 
  2. 2 
    7 
  3. 2 
     5 
 
     6 
     7 

 
第 
五 
代 
会 
長 
 柴 
 
 崎 
  
 一 

                                  
                        
                           
                             
第21回奈良大会（大和郡山市他）        
 
 
第22回秋田大会（秋田市） 
                                 
 文部省委託研究（｢学習用ソフトウｴアの改
善開発等研究委託｣） 

 
第23回宮崎大会（宮崎市） 

学校事務のあるべき姿を求めて 
昭和62年度支部別研究テ－マ一覧及び研究ダイジェスト（以後毎
年発行） 
職の設置・職務範囲の明示に関する調査報告 
       
全国公立小中学校事務職員の職務と実践 
県事研会則集 
              
開かれた学校事務をめざして（第一次～三次研究中期計画・研究
集録より） 
 
職の指定・職務範囲の明示 
全国研究大会運営マニュアル    

  4. 2 
     3 

 
4 

     7 

第 
六 小 
代此 
会木 
長徹 

  第四次研究中期計画策定 
                                   
 
  第二次学校事務電算化検討委員会発足 
第24回栃木大会（宇都宮市） 

研究マニュアル 
学校事務の電算化についての調査研究 

（平成３年度 文部省委託研究報告） 
 

  4. 8 
  5. 3 
     7 
  6. 3 
     7 
  7. 2 
    
     8 
 8. 2 
 
     3 
 
     7 
 
     8 
    12 
 
 9. 1 
     2 
     7 

 
 
第 
七 
代  
会 
長 
 宮 
 
  内 
 
 繁 
    
  弘 
 
   
 

  文部省「学校事務機器の整備に関する調査
研究協力者会議」へ協力者として参加 

第25回長野大会（長野市） 
                                  
第26回島根大会（松江市） 
  合同研修会を全事研セミナーに名称変更
                                    
第27回岐阜大会（岐阜市） 
第２回全事研セミナー 
                                    
 第五次研究中期計画策定 
 
 
 
第28回香川大会（高松市） 
  文部省より「教育方法の改善に関する調査
研究委託」（本部・秋田・神奈川・奈良）

 
第３回全事研セミナー 
第29回大阪大会（大阪市） 

 
小学校理科教育等設備台帳のＦＤ化開発研究 
      
中学校理科教育等設備台帳のＦＤ化開発研究 
      
職の指定に関する資料集・研究成果誌「あしあと」 
全国研究大会運営マニュアル〈改訂版〉 
 
平成7年度学校事務職員のビジョン策定 
（検討資料）『学校事務職員制度編』 
平成７年度学校事務職員のビジョン策定資料 
 『望ましい研修制度のあり方』 
研究成果誌「あしあと 第二集」 
平成8年5月期県学校事務研究会調査報告 
                    （以後毎年発行） 
 
 
職の設置に関する資料集 
研究成果誌「あしあと 増補版」 
平成8年度学校事務職員のビジョン策定 

（検討資料）『学校事務職員制度編』 

 9.12 
 
10. 2 
     3 
 

6 
     8 
11. 2 
     5 
 
 

7 
12. 2 
    8 
13. 2 
   8 

 
 
第 
八 
代 
会 
長 
加 
 
藤 

   
  善 
   
久 

  中教審「地方教育行政に関する小委員会
（以下､地教行小委）第6回」で意見発表

第４回全事研セミナー 
 
 
  中教審「地教行小委第21回」で意見発表
30周年記念大会（東京都） 
第５回全事研セミナー 
  「教職員配置の在り方に関する調査研究
協力者会議」意見発表 

 
第31回新潟大会（新潟市） 
第６回全事研セミナー 
第32回岩手大会（盛岡市） 
第７回全事研セミナー 
第33回三重大会（伊勢市） 

 
 
 
「新しい教育方法の在り方と事務職員の関わりについての調査
研究」（平成８・９年度文部省調査研究委託報告） 

30周年記念誌「夢」 
「全国研究大会運営マニュアル（第３版）」 
 
 
「学校の組織･運営の改善に関する調査資料集」 
「学校管理規則モデル案」作成 
研究成果誌「あしあと第３集」 

13．8 
10 

14. 2 
     3 

8 
15. 2 
    8 
 

第 
九神 
代 
会谷 
長 
敏 

  
明 

  第６次研究中期計画策定 
 
第８回全事研セミナー 
 
第34回群馬大会（前橋市・高崎市） 
第９回全事研セミナ－ 
第35回山口大会（萩市） 
 

 
全事研ホームページ開設 
 
「全国研究大会運営マニュアル（第４版）」ＦＤ配布 
研究成果誌「あしあと第４集」 
 
研究成果誌「共同実施に関する全事研資料」 
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年月 会長 主な出来事（全国大会等） 研究資料等 

15.10 
 
    12 
 
 
16. 2 
  5 
 
 5 
 
 
 
7 
9 

 
 

10 
 
 
 
 
17. 2 
 
 
 

6 
 
     7 

 
 
 
 
 
第 
九 
代 
会 
長 
 神 
 
谷 
  
敏

  
明 

中教審「教育条件整備に関する作業部会」
へ意見提出 

 教育18団体による「義務教育費国庫負担制
度の堅持を求める緊急集会」開催 

（憲政会館）
第10回全事研セミナー 
 教育22団体による「義務教育費国庫負担制
度の堅持を求める全国集会」開催 

（日比谷公会堂）
中教審初等中等教育分科会教育財政部会
「学校組織運営に関する作業部会」へ委員
派遣 

第36回高知大会（高知市） 
 教育22団体による「義務教育費国庫負担制
度の堅持を求める全国集会」開催 

（日比谷野外音楽堂）
 教育22団体による「義務教育費国庫負担制
度の堅持を求める全国集会」開催 

（砂防会館）
 中教審初等中等教育分科会「教育行政部
会」へ意見書提出 

第11回全事研セミナー 
「学校組織マネジメント研修事務職員版
モデル・カリキュラム」（著作：文科省）
の編集 

 「教職員配置等の在り方に関する調査研究
協力者会議」で意見発表 

第37回兵庫大会（神戸市・西宮市・芦屋市）
 中教審「義務教育特別部会」で意見発表

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果誌「国と地方による学校事務職員制度改革の系譜」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「学校組織マネジメント研修事務職員版マニュアル」作成 
「学校組織マネジメント研修事務職員版テキスト用語 

解説集」ＦＤ配付

17.11 
 
 
 
 
 
 
18. 1 
 
     2 

 5 
 6 

 
 
 
 
 

7 
 
 
 8 

 
12 

 
19. 2 
 
 
 
     3 

 4 
 

 7 
 

 
 
 
 
 
第 
十 
代 
会 
長 
廣 

 
田 
 
正 
 
子 

教育22団体による「義務教育費国庫負担制
度の堅持を求める全国集会」開催 

(ホテルニューオータニ東京)
「学校事務に関するグランドデザイン検
討プロジェクトチーム」設置 
「41回大会以降の本部研究の在り方に関
する調査研究協力者会議」設置 
「学校組織マネジメント研修推進チーム」
設置 

第12回全事研セミナー 
 「40周年記念誌編纂委員会」設置 
 教育23団体による「義務教育における格差
をなくし、豊かな教育環境の実現を求める
シンポジウム」開催 

 第７次研究中期計画策定 
 文部科学省「新教育システム開発プログラ
ム」事業委託 

文部科学省「学校評価の推進に関する調査研
究協力者会議」へ委員派遣 

第38回神奈川大会（横浜市） 
 「40周年記念事業企画委員会・実行委員会」
設置 

 中教審「教職員給与の在り方に関するWG」
で意見発表 

第13回全事研セミナー 
学校財務フォーラム2007 
中教審「教育制度分科会・初等中等教育分
科会」で意見発表 

学校財務フォーラム2007in西日本 
文部科学省「新教育システム開発プログラ
ム」事業委託（２年次） 
学校評価の推進に関する調査研究協力者
会議「学校評価の在り方と今後の方策につ
いて」今後の議論の素案に対する意見提出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「第７次研究中期計画」作成 
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年月 会長 主な出来事（全国大会等） 研究資料等 

19. 7 
 
     8 
 

10 
11 

 
 
 
 
19.12 

 
 
 
 
 
 

20. 2 
 

    6 
 

 
     8 
 

10 
 
 

11 
21. 3 
     

4 
 
 
 
     5 
 
     8 

 
 
 
 
 
第 
十 
一 
代 
会 
長 
 木 
 
村 

 
信 

 
哉 

 
 

「学校事務のグランドデザイン」中間報告
第39回愛知大会（名古屋市） 
 文部科学省「学校施設整備指針策定に関す
る調査研究協力者会議 学校施設評価シ
ステム検討部会」へ委員派遣 

 
 文部科学省「学校現場の負担軽減PT」へ委
員派遣 

 中教審「初等中等教育分科会教育課程部
会」でこれまでの審議のまとめについての
意見発表 

 中教審「教育振興基本計画特別部会」に「教
育振興基本計画の策定」に対する意見提出

 中教審「スポーツ・青少年分科会学校健
康・安全部会」に「子どもの心身の健康を
守り、安全・安心を確保するために学校船
体として取組を進めるための方策につい
て」（審議経過報告）に対する意見提出 
40周年記念式典 

第14回全事研セミナー 
文部科学省「学校の組織運営の在り方を踏
まえた教職調整額の見直し等に関する検
討会議」における意見発表 

40周年記念福島大会(郡山市) 
「学校事務のグランドデザイン」報告  
中教審「初等中等教育分科会 学校・教職
員の在り方及び教職調整額の見直し等に
関する作業部会」へ委員派遣 
学校財務ウィーク実施 

第15回全事研セミナー 
「新しい時代の学校財務運営に関する調
査研究事業」報告 
事務長設置に関する文部科学省省令改正
文部科学省「学校の第三者評価のガイドラ
インの策定等に関する調査研究協力者会
議」へ委員派遣 

 国立教育政策研究所「学校施設評価調査研
究会」へ協力員派遣 

第41回福岡大会（福岡市） 

 
 
 
全事研ホームページリニューアル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「全国研究大会運営マニュアル（第５版）」ＣＤ－Ｒ配布 
 
 
 
 
「学校事務のグランドデザイン」 
40周年記念誌「翔」 
 
 
 
 
 
新しい時代の学校財務運営に関する調査研究 
「報告書」 
「学校財務に関する全国調査 報告書」 
「学校財務マネジメント研修テキスト」 
 
 
 

21.11 
 
 
 
 
 
 
 
 
22. 2 
 
3 

 
     4 
 
 
 
  6 
 

  7 
 
 10 

 
 

 
 
 
第 
十 
二 
代 
会 
長 
 檜 

 
山 
 

幸 
 

子 

学校財務ウィーク実施 
 学校財務フォーラム2009開催 
 教育23団体による「教職員の定数改善及び
少人数学級の実現を求める全国集会」開催

（星陵会館）
行政刷新会議事業仕分け対象事業「教員研
修センターについて」「義務教育費国庫負
担について」「公立学校施設整備事業につ
いて」に対する意見提出 

第16回全事研セミナー 
 
文部科学省で「今後の学級編制及び教職員
定数改善について」意見発表 
教育23団体による「少人数学級の実現・教
職員定数の改善並びに義務教育費国庫負
担制度の拡充を求める全国集会」開催 

（砂防会館）
学校評価ガイドライン〔平成22年改訂〕
(案)に対する意見提出 

第42回徳島大会（徳島市） 
 調査研究協力者会議設置 
 文部科学省「教育活動円滑化のための学校
施設整備ＷＧ」へ委員派遣 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
学校組織マネジメント研修資料 
「新たな教育改革の動き(平成17年2月以降分)」作成 
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年月 会長 主な出来事（全国大会等） 研究資料等 

22.10 
 
 

11 
 

23. 1 
 

 2 
７
 
7 

3～9 

 
 
第 
十檜 
二 
代山 
会 
長幸 
 
 子 

 教育23団体による「少人数学級の実現に向
けた教職員の定数改善を求める全国集会」
開催（星陵会館） 

 学校財務ウィーク実施 
学校財務フォーラム2010開催 

 文科省「35人学級の制度化及び柔軟な学級
編制のための制度改正案」意見書提出 

第17回全事研セミナー 

「公立義務教育諸学校の学級規模及び教職

員配置の適正化について」意見提出 
第43回鳥取大会（鳥取市） 

東日本大震災救援募金の実施 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「第８次研究中期計画」作成 
 

23.8 
 
 
23.11 

第 
十 
三 
代 
会 
長 
 横 

 
山 
 
 

泉 

文部科学省「学校運営の在り方等に関する

調査研究協力者会議学校評価の在り方に

関するＷＧ」へ委員派遣 

学校財務ウィーク実施 
 学校財務フォーラム2011開催 
教育23団体による「少人数学級の推進並び
に職員定数の改善を求める全国集会」開催

（星陵会館）
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全国公立小中学校事務職員研究会規約 
 

第一章   総     則 

（名  称） 

第 １ 条  本会は全国公立小中学校事務職員研究会と称する。 

（本  部） 

第 ２ 条  本会の事務所は会長の勤務する学校に置く。 

（目  的） 

第 ３ 条  本会は会員相互の連携をもとに、学校事務の研究・事 

 務職員制度の確立を推進し、会員の資質向上を図り、も

って学校教育および教育行政の推進に寄与することを

目的とする。 

（事  業） 

第 ４ 条   本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

           一、学校事務および事務職員制度に関する研究 

           二、会員の資質向上に関する事項 

           三､研究大会および各種研究・研修事業 

           四､本会と目的を同じくする他団体との連絡提携に関

する事項 

           五､その他本会の目的達成のために必要な事業 
 

第二章   組      織 

（会  員） 

第 ５ 条  本会は全国公立小学校・中学校、および特別支援学校 

     の事務職員並びに学校事務にかかわる職員をもって構

成する。 

    ２．会員以外で本会の趣旨に賛同するものは賛助会員とす

る。 

（支部および地区） 

第 ６ 条  本会には支部および地区を置く。 

           一、支部は原則として都道府県単位とする。 

           二､支部および地区は別表１のとおりとする。 

           三、前号の地区に地区研究会を置くことができる。 
 

第三章    機            関 

（機関の設置） 

第 ７ 条  本会は次の機関を置く。 

           一、総  会    三、地区支部長会 

           二、評議員会    四、地区代表者会 

        ２．前項第一号、第二号の議決は、出席者の過半数とする。

ただし、規約改正については別に定める。 

（総     会） 

第 ８ 条   総会は本会の最高議決機関で、代議員及び役員・監査 

 をもって構成する。代議員の数は支部ごとに別表２のと

おりとする。 

２．総会は代議員の過半数の出席がなければ成立しない。 

３．総会は毎年１回開催する。ただし、会長が必要と認

めたときおよび評議員会の要請があった場合に臨時に開

くことができる。 

４．総会の議決事項は次のとおりとする。 

          一、規約の改正 

          二、事業計画の審議・事業報告の承認 

          三、予算の審議・決算の承認 

          四、会長、副会長および監査の選出 

          五、常任理事の承認 

          六、その他重要な事項 

（評議員会） 

第 ９ 条   評議員会は総会に次ぐ議決機関で評議員および役員・

監査をもって構成する。ただし、評議員は支部長他１名

をもってこれにあてる。 

         ２．評議員会は毎年開き、次の事項を審議する。 

          一、報告事項の承認 

          二、細則の議決 

          三、総会において付託された事項 

          四、その他必要な事項 

（地区支部長会） 

第１０条  地区支部長会は支部長をもって構成し、支部相互問の

連絡提携にあたる。 

    ２．会長は必要に応じ地区支部長会を招集することができ

る。 

（地区代表者会） 

第１１条  地区代表者会は会長の諮問機関として地区代表者を

もって構成する。 

      地区代表者は地区委員長及び副委員長各１名とし地

区ごとに選出する。 

    ２．地区代表者会は必要に応じ会長が招集し、会長が諮問

した事項について意見を述べることができる。 
 

第四章 役員、監査および顧問 

（役員の種類および選出方法） 

第１２条  本会には次の役員を置く。 

一、会 長   １名 

      二、副会長   若干名 

           三、常任理事  ４名 

           四、理    事 

    ２．役員の選出は次の方法による。 
     一、会長および副会長は総会において選出する。        

欠員が生じ、必要と認めた場合は、第8条の

規定にかかわらず評議員会において選出する。

選考の基準については、「役員選考に関する

細則」に定める。 

二、常任理事は会長が指名し、総会の承認を得る。

欠員が生じ、必要と認める場合は、理事の中か

ら会長が指名し、第8条の規定にかかわらず評

議員会の承認を得る。 

三、理事は、支部からの推薦により会長が指名す

る。 
        ３．役員は評議員および代議員を兼ねることが 

できない。 

（監  査） 

第１３条  本会に監査２名を置く。 

    ２．監査は総会において選出する。欠員が生じた場

合は、役員選考委員会が指名する。 
    ３．監査は他の役員を兼ねることができない。 

（顧   問） 

第１４条  本会に顧問を置くことができる。 

    ２．顧問は会長が委嘱する。 

（任  務） 

第１５条  会長は会務を総括し、本会を代表する。 

    ２．副会長は会長を補佐し、会長事故ある時はこれを 

代理する。 

    ３．常任理事および理事は会務を執行する。 

     ４．監査は本会の会計を監査する。 

    ５．顧問は会長の諮問に応じる。 

（任  期） 

第１６条  役員および監査の任期は１カ年とし、再任をさま 

たげない。 

    ２．欠員等による後任役員・監査の任期は前任者の残 

りの期間とする。 

 

第五章   会      議 

（役 員 会） 
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第１７条  本会の会務を執行するために次の会議を置く。 

     一、常任理事会 

     二、理 事 会 

    ２．常任理事会は会長、副会長および常任理事をもって構

成する。 

    ３．理事会は会長、副会長、常任理事および理事をもって

構成する。 

（部  会） 

第１８条   前条第１項第二号の理事会に事務局および次の部を

置く。 

          一、財務部 

          二、情報推進部 

          三、研究開発部 

        ２．前項の事務局に局長および次長を、部に部長および副 

    部長を置く。局長、部長は常任理事をもってあてる。 

（特別委員会） 

第１９条  本会に運営上必要あるとき、会長は特別委員会を設置 

することができる。 

    ２．この特別委員会に関する必要事項は細則で定める。 

 

第六章   会      計 

（会  費） 

第２０条   本会の経費は会費およびその他の収入をもってあて 

る。 

    ２．会費は会員および賛助会員１名につき年１,０００円

とする。 

      ただし、必要の生じた場合には、総会の承認を得て臨

時に徴収することができる。 

（年      度） 

第２１条  本会の会計年度は毎年４月１日から翌年３月３１日

までとする。 
 

第七章     規   約   改   正 

（改  正） 

第２３条  本会の規約の改正は総会出席者の３分の２以上の賛

成を必要とする。 
 

第八章   雑      則 

（細  則） 

第２４条  本会の運営に必要のある時は、本規約の定める範囲で 

 細則を定めることができる。この細則は常任理事会で定

め、総会または評議員会の議決を得なければならない。 
 
附  則  本規約は昭和４３年８月３日から実施する。 

２．昭和４６年 ４月 １日一部改正 

        ３．昭和４９年 ７月３０日一部改正 

        ４．昭和５０年 ７月２８日一部改正 

        ５．昭和５３年１１月１７日一部改正 

        ６．昭和５５年  ７月２８日一部改正 

        ７．昭和５６年  ７月２８日一部改正 

        ８．昭和５８年  ７月２６日一部改正 

        ９．平成  ２年  ７月２５日一部改正 

      １０．平成  ３年  ７月２３日一部改正 

      １１．平成  ５年  ７月２７日一部改正 

（平成６年４月１日から適用） 

      １２．平成１０年  ７月２７日一部改正 

            但し、第１２条については平成１１年７ 

月３１日から適用する。 

   １３．平成１７年 ７月２６日一部改正 

      １４．平成１８年 ７月２６日一部改正 

   １５．平成１９年 ７月２４日一部改正 

１６．平成２３年 ７月２６日一部改正 

（平成２３年７月３０日から適用） 

 

 

別 表 １ （規約第６条） 

地  区 支       部        名 

北海道 北海道 

東  北 青森、岩手、秋田、宮城、福島、山形 

関  東 東京小、東京中、神奈川、千葉、茨城、埼玉、群馬、栃木、長野、山梨 

東  海 静岡、愛知、岐阜、三重 

北  越 富山、福井、新潟、石川 

近  畿 奈良、和歌山、大阪小、大阪中、滋賀、京都、兵庫 

中  国 岡山、広島、鳥取、島根、山口 

四  国 香川、徳島、愛媛、高知 

九  州 宮崎、鹿児島、長崎、福岡、佐賀、熊本 

 
別 表 ２ （規約第８条第１項） 

会員数 代議員数 会員数 代議員数 

５０名～  ９９名     １名  ８００名～ ８９９名     ９名 

１００名～ １９９名     ２名  ９００名～ ９９９名    １０名 

 ２００名～ ２９９名     ３名 １０００名～１０９９名    １１名 

 ３００名～ ３９９名     ４名 １１００名～１１９９名    １２名 

 ４００名～ ４９９名     ５名 １２００名～１２９９名    １３名 

 ５００名～ ５９９名     ６名 １３００名～１３９９名    １４名 

 ６００名～ ６９９名     ７名 １４００名～１４９９名    １５名 

 ７００名～ ７９９名     ８名 １５００名～１５９９名    １６名 
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全国大会一覧＆研究テーマ
回 開催年 主管支部 研究テーマ

研究中期計画
策定前

第　１回 昭和44年 京都

第　２回 昭和45年 富山

第　３回 昭和46年 群馬

第　４回 昭和47年 東京

第　５回 昭和48年 徳島

第　６回 昭和49年 埼玉

第　７回 昭和50年 滋賀

第　８回 昭和51年 宮城

第　９回 昭和52年 東京

第１０回 昭和53年 東京

第１１回 昭和54年 愛知

第一次
研究中期計画

第１２回 昭和55年 千葉 主体性ある学校事務の具体化…！

第１３回 昭和56年 青森

教育を支え、主体性をもった
　　　　　学校事務の推進を…！

第１４回 昭和57年 神奈川

第１５回 昭和58年 大阪

第１６回 昭和59年 広島

第二次
研究中期計画

第１７回 昭和60年 福井
教育を支え、主体性をもった

　　　　　学校事務の推進を…！
第１８回 昭和61年 愛媛

第１９回 昭和62年 静岡

第２０回 昭和63年 東京
考えよう！開かれた学校事務を…！

第２１回 平成元年 奈良

第三次
研究中期計画

第２２回 平成 2年 秋田

考えよう！開かれた学校事務を…！
第２３回 平成 3年 宮崎

第２４回 平成 4年 栃木

第２５回 平成 5年 長野

第四次
研究中期計画

第２６回 平成 6年 島根

考えよう！開かれた学校事務を
　　　　　　　　　めざして…！

第２７回 平成 7年 岐阜

第２８回 平成 8年 香川

第２９回 平成 9年 大阪

第３０回 平成10年 東京

第五次
研究中期計画

第３１回 平成11年 新潟

確立しよう！教育に資する
　　　　主体的な学校事務を…！

第３２回 平成12年 岩手

第３３回 平成13年 三重

第３４回 平成14年 群馬

第３５回 平成15年 山口

第６次
研究中期計画

第３６回 平成16年 高知

子どもの豊かな育ちを支援する
　　　　　　　　　　　学校事務

第３７回 平成17年 兵庫

第３８回 平成18年 神奈川

第３９回 平成19年 愛知

第４０回 平成20年 福島

第７次
研究中期計画

第４１回 平成21年 福岡

子どもの豊かな育ちを支援する
　　　　　　　　　　　学校事務

第４２回 平成22年 徳島

第４３回 平成23年 鳥取

第４４回 平成24年 茨城

第４５回 平成25年 石川

第８次
研究中期計画

第４６回 平成26年 静岡 《ミッション》
　　子どもの豊かな育ちを支援する
　　　　　　　　　　　　　学校事務
《ビジョン》
　　教育目標達成のため、
　　　　　　学校経営ビジョンを実現

第４７回 平成27年 熊本

第４８回 平成28年 山形

第４９回 平成29年

第５０回 平成30年 千葉
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